
第２回委員会における指摘事項と対応方針

復興の目標 施策の方向性 指摘事項 対 応

●施策体系や
共通する視点

－ 目標２「より安全で安心な暮らしを支えるまち
づくりについて」は災害に対する軽減措置や対
応が書かれているが、今回の地震よりも早く生
活復旧できるまちにするにはどうしたらよいか
といった内容が弱いので、入れてもらいたい。

より安全で安心なまちとするには、防止や予防の措置を講じる一方
で、万一の被災の際にも早期に復旧できるような備えが大切である
ことから、減災対策を講じるとともに早期の復旧に向け適切に対応
できるマニュアルの整備、見直しや体制の充実を図ります。

復興の目標１「市民生活の早期の復旧につい
て」と目標２「より安全で安心な暮らしを支え
るまちづくりについて」を発展させたものが、
目標３「市民協働による災害に強い地域づく
り」と目標４「震災の教訓をバネにした次世代
につなぐ持続可能な都市づくり」に繋がってい
く連続性が必要だと感じた。

４つの目標は、それぞれが復興には欠かせない目標であると同時
に、相互に強く関連しているものと考えています。目標１は、発災
時の応急、復旧への取り組み、目標２及び３は、液状化対策を含む
災害に強いまちづくりとその体制整備について、目標４は、復旧か
ら復興への取り組みという考えで構成しています。課題の捉え方や
方向性の示し方など相互の関係を意識しながら検討を進めます。

事業を決めていく時に、幅広い市民の意見やア
イデアを募っていく姿勢が大事である。

市政に関する重要な計画や制度の策定にあたっては、その形成、実
施及び評価の一連の過程において、パブリックコメントなど、最も
適切かつ効果的と認められる手法を活用し、市民の市政への参加手
続きを実施しています。
復興関連事業についても、市民の力を十分に活かしながら、進めて
いく必要があると考えます。

よく「浦安ブランド」と言われるが、安心して
子育てができる、老後を暮らせるまちが「浦安
ブランド」だと思う。市もそういう意味で考え
て、復興に関する市の方針を明示してもらいた
い。

これまで浦安市は、都心に近いという地理的要因に加え、子育て支
援や高齢者福祉に手厚いことから、住みたいまちという評価を受け
てきました。しかし、今回の震災により甚大な液状化の被害を受
け、安全・安心の側面からマイナスのイメージを負ったものと認識
しております。
このマイナスのイメージを払しょくするためにも、この復興計画を
基に、液状化対策の実施などにより今後の災害において減災を可能
とする安全で安心なまちづくりと合わせて、これまで取り組んでき
た子育て支援や高齢者、障がい者支援についてできるだけサービス
の質を維持しながら実践し、まちの価値を回復したいと考えます。

事業の優先順位とスケジュールがまだ見えない
が、考えておかないといけない。

事業の優先順位とスケジュールについては、緊急性や費用対効果、
財源の見通しなど総合的に考慮しながら検討を進めます。

１．市民生活の
早期の復旧・再
建

（１）被災者の住宅・生
活再建支援

地域経済を復興させるために、中小企業を再建
して税収を上げるという対策は考えられない
か。

今回の震災で被災した中小企業の再建により、まちの活力を再生す
ることは復興には欠かせない点であると考えていることから、市制
度融資の拡充を行ったところであり、今後も国、県、市の施策の活
用推進により、引き続き中小企業の支援を図ります。

平成24年1月30日 第３回

復興計画検討委員会
資料
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（２）都市基盤施設や
公共・公益施設施設
の復旧整備の推進

復興の第一の目標は液状化しないことだが、震
災に強い下水道も大事だと思う。例えば、何か
付加価値をつけて地域で下水処理ができるよう
な視点が必要で、従来の一元処理ではない、別
の仕組みも大事だと思う。

震災時にも一定の汚水処理機能が保持できるよう需要な管渠の耐
震・液状化対策を図るとともに、県と連携し、県で予定されている
流域幹線の耐震対策工事を推進します。
また、地域間の連絡幹線によるネットワーク化や地域内処理など、
非常時の下水道施設の使用制限下における汚水処理のあり方につい
て調査・研究を進めたいと考えます。

鉄鋼団地で働く従業員の大多数は近隣市から通
勤しているが、もし地震で落橋すると陸の孤島
になってしまうので、今後の地震を考えると備
えが必要である。

橋梁の安全を確保する上では、将来にわたり適切に管理することが
必要と考えており、引き続き定期的な維持点検を行うとともに、長
寿命化修繕計画を策定し計画的な維持管理を行います。
また、国、県の管理する橋梁については、今後も継続的な点検や耐
震補強など災害に備えた対策が図れるよう要請していきます。

第一鉄鋼団地と第二鉄鋼団地の境にある県の企
業庁が管轄する堤防と第二鉄鋼団地の道路があ
る。平成24年度頃に県の企業庁が収束し、浦安
市に移管されると聞いているが、移管される前
に県にはしっかり対応してもらいたい。特に堤
防は朽ちているようにも見えるので、本当に堤
防の役割を果たせるのか心配である。

堤防については、安全性確保の点から、安全性の調査や定期的、継
続的な点検、維持補修工事が実施されるよう、堤防管理者である千
葉県に要請していきます。また、港地区の道路など、企業庁が整備
した公共施設については、適切な対応が図れるよう要請していきま
す。

企業岸壁についても、高潮の際に波が岸壁を超
えることがあるのだが、今回の地震で岸壁が沈
下しているのではないかと思っている。民間が
所有するものではあるが、調査や改修を個別に
行うことは困難であり、浦安全体に関わる問題
として検討してもらいたい。

企業岸壁など、民間が所有するものについて、個別支援は難しいも
のと考えますが、企業岸壁の持つ特徴を活かし、災害時の活用など
防災上の位置づけや支援のありかたについて関係機関と研究してい
きたいと考えます。

公共建物で耐震診断と補強は、どの程度行われ
ているのか。

昭和５６年新耐震設計基準以前に建設された公共建築物の耐震診
断・耐震補強工事は、１施設の耐震対策を残すのみとなっています
が、現在、早期に対応するよう検討を進めています。

（３）こころやからだの
継続的ケア

メンタルな面からいえば、元気や生きがい、浦
安というブランドに住んでいることが心の支え
になるといった、ＷＨＯでも言われているスピ
リチュアルなことを日々感じられることが大事
であり、そのための環境を真っ先に整備しなけ
ればならない。

ストレスへの対応方法として、ハイリスクな人への専門家による対
応とともに、すべての市民が抱えているストレスを市民同士で克服
していくことが重要であると考えます。
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（３）こころやからだの
継続的ケア

こころとからだの継続的ケア等の内容について
は、担当部署で今議論していることをしっかり
反映させていきたい。

こころのケアは大きな課題であり、こどもだけでなく、親やその相
談を受ける指導者に対して、継続的・多角的にケアの場を設けてい
ます。そこで得られた内容を今後の市民のこころの健康づくりに活
かしていきます。
また、本計画策定にあたっては、いのちとこころの支援対策協議会
における議論を反映させ、市民のこころの健康づくりに取り組んで
いきたいと考えます。

グループインタビューからの意見で、保育所や
児童育成クラブがライフラインの役割をもって
いると感じた。災害時も開いていることを求め
る声が、ライフラインの機能を期待されている
ということだと思う。

保育所や児童育成クラブは、こどものこころと体の安全を守る、ま
さにライフラインであると認識しています。災害時に既存の施設が
開所できるとは限らないことから、その代わりの役割を担う受け入
れ態勢について検討するとともに、既存施設においてはインフラの
機能確保など早期再開の図れる環境整備について調査・研究してい
きたいと考えます。

災害時に、どの職業の方のこどもを優先的に保
育するか事前に決めておき、確実に保育するこ
とも大事だと思う。

今回の震災などの有事の際に、市民の生命や生活を守る職業に従事
する者（例えば医師・看護師・警察官・自衛官など）が家族の心配
をすることなく職務に専念できる環境を整えることの必要性は十分
に認識しており、対象者の把握に努めています。
保育園や児童育成クラブなどでの有事の際の優先利用について、上
記事項にあわせ調査・研究していきたいと考えます。

災害時要援護者の様々なニーズに丁寧に答えて
いくことが大事である。

要援護者対策については、平成22年３月策定の「浦安市災害時要援
護者避難支援プラン（全体計画）」にそって、要援護者の特徴及び
ニーズに応じた避難支援体制の整備や避難所の運営・情報提供など
の体制の整備を進めているところです。意識調査結果を踏まえてプ
ランを再検討するとともに、市の防災計画などの関連計画にも反映
し充実を図りたいと考えます。

（４）地域コミュニティ
が主体となった復興ま
ちづくりの促進・支援

「２）より安全で安心な暮らしを支えるまちづ
くりについて」について、モデル事業的な呼び
水になる取り組みが大切だと思う。

ご指摘のとおりより安全で安心な暮らしを支えるまちには、地域の
つながりが重要な役割を果たすものと考えています。現在、市では
分譲マンション管理組合が実施する安否確認などを対象としたモデ
ル事業や市P連でのあいさつ励行の推進、また、学校と健全育成連絡
協議会が連携した地域文化祭の実施など地域との関わりを大切にし
た事業を実施しています。これらが契機となり自分の住む地域で、
こどもや自身の存在を知ってもらうことにより、緊急時には手を差
し伸べてもらえるものと考えます。今後も声かけ運動のような地域
の中で程よく関われる、関わり合える契機となる事業を地域と連携
し実施できるよう検討していきたいと考えます。
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コミュニティの再生、充実を考えるのであれ
ば、日頃交流がない団体が意識的に出会うよう
にし、お互いの活動を了解しあう等、異なる業
種同士の連携を前面に出していくことが大事で
ある。

様々な団体の活動が活発に行われ多様なコミュニティの再生充実が
図れるよう、市民の活動を支援する協働提案事業の活用促進など支
援の拡充を図ります。

（※１－（２）都市基盤施
設や公共・公益施設施
設の復旧整備の推進）

地盤改良や耐震補強などのハード対策ととも
に、訓練などの人的な対策もしっかり行ってい
くということが、けが人を一人も出さずに済ん
だことに繋がったと思う。ハードとソフトの両
方の充実が大事だと思う。

ご指摘のとおり、ハード、ソフトの両面での対策が必要と考えてい
ます。ハード面については、都市基盤施設や公益施設の耐震、液状
化対策を中心に当面、進めます。ソフト面については、市民・事業
者・市などが、それぞれの責務と役割を担い相互に連携し防災対策
が図れるよう、自治会等を中心とした地域コミュニティを通じ、防
災意識の高揚を積極的に図るとともに、自主防災組織や事業者等に
よる防災訓練など、地域ぐるみの防災活動を促進していきたいと考
えます。

２．より安全で
安心な暮らしを
支えるまちづく
り

（１）都市基盤施設や
公共・公益施設の液
状化対策等の強化

浦安市における地下水利用の新規需要が高いた
め、個別の規制は指導レベルに留まっている。
このような状況が今回の地盤沈下にどのような
影響を与えたのか検証が必要である。場合に
よっては、揚水規制を強化すべきなのかもしれ
ないので、相互関係も含めてみておく必要があ
る。

事業活動等による地盤沈下を防止するため、条例で市内に揚水施設
を設置する際の届出を義務付けており、そのうち他の法令で規制を
受けない揚水施設については、施設の構造基準や採取量について規
制を行っているところです。
本市の地盤沈下については圧密によるものと考えておりますが、引
き続き揚水施設の動向とともに地盤沈下の経年的変化を注視してい
きたいと考えます。

浦安市の災害被害は液状化被害であり、その復
旧事業に当たっては液状化対策が重要である。
ただし、将来の人口減少時代を迎える中で、過
剰なインフラ整備は極力さけること。

ご指摘の通り本市の災害復旧にあたっては、市民生活に欠かせない
上下水道やガスなどのインフラ施設の機能を一定程度維持できるよ
うな耐震対策を合わせて行う必要があると考えます。
ただし、液状化対策を含め耐震対策費用は、その効果とトレードオ
フの関係にあることや想定する地震動をどのように評価するかによ
り異なります。

そのため、液状化対策技術検討調査委員会の検討では、首都圏直
下型などのレベル２地震及び千葉県東方沖地震程度のレベル１地震
を想定地震とし、公共土木施設が災害時でも施設の機能維持を目指
すものとできるだけ被害を少なくし早期に復旧できるよう対応する
ものに分類整理し対策の方針を検討しましたので、この結果を踏ま
え、費用対効果を意識し実施していきたいと考えています。
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（３）治水・高潮への対
策

東京都ではA.P.+6.0ｍで海岸堤防が整備されて
いるが、河川はもともと水面が高いので、海岸
堤防と同じ基準でよいのかという問題がある。

県が２ｍ程度の護岸の嵩上げの工事中だが、震
災で地盤沈下しているので見直しもあると思
う。私たちの立地している場所だけでなく、護
岸についてはしっかり県に対応してもらいた
い。

（４）安全・安心な住
宅・住環境づくりの促
進

提案としては、資料2-4のp4「(4)安全・安心な
住宅・住環境づくりの促進」の事業の例示に、
例えば、マンションの防災機能の向上を図るこ
とを特出しすることが考えられる。

集合住宅の特性を活かし、マンションの防災機能の向上を図るとと
もに地域の防災ストックとして活かせるよう検討したいと考えま
す。

公共施設以外の建物について、耐震診断や補強
等の補助はどのように行われているのか。

平成20年に「浦安市耐震改修促進計画」を定め、昭和56年の建築基
準法の改正による新耐震基準以前に建築された住宅の耐震化事業を
進めています。このために現在、市では昭和56年以前の旧耐震基準
の木造住宅や分譲マンション、また、災害時の対応として緊急輸送
道路沿道建築物、医療施設を対象に耐震診断・改修費についての補
助制度を設けており、要した費用の約1/3から2/3の範囲で補助額
（上限あり）が設定されています。

詳細は参考資料3-1をご参照下さい。

（５）防災拠点等の機
能強化

今後、大震災が発生して落橋した場合、海や河
川を使った人や物資の輸送を検討する必要があ
る。

災害時においても孤立しないまちとするため、橋の耐震対策を行う
とともに、緊急輸送路となる道路については、液状化対策を考慮し
た整備を行う予定です。
また、陸路だけでなく水路や空路を利用した人や物の輸送等につい
ても、地域防災計画の見直しの際に、さらに検討を加えていきたい
と考えます。

（６）災害時の医療救
護体制の強化

今回の地震での体験から、医療の広域な連携の
強化が浦安にとって大事ではないかと思う。

災害拠点病院等との連携により災害時の応急医療システムに迅速に
対応できるよう体制の強化・充実を図るとともに、市内においては
各病院・診療所等も含めた連携を図り、即応できる医療・救護体制
の強化・充実を図ります。また、市民に向けた救護活動等に関する
普及・啓発を行い、効果的に医療・救護が実施できる体制の強化・
充実を図ります。

河川の護岸の計画高さは、伊勢湾台風級の台風が通過した場合を想
定し、朔望平均満潮位に高潮偏差及び余裕高を加えた高さ(AP＋5.6
ｍ)となっています。
護岸の復旧につきましては、現在、河川海岸を管理する県が原型復
旧を基本に復旧事業を行っています。復旧箇所以外の護岸について
も、安全性確保の点から、引き続き計画高確保をはじめ定期的、継
続的な点検や液状化対策の推進などについて県に要請していきま
す。
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３．市民協働に
よる災害に強
い地域づくり

（１）災害応急・復旧活
動体制の総合的な検
証と各種の防災計画
の見直し

緊急時に学生等の若い人の力を借りられる体制
をつくることは大事で、淑徳大学は千葉市と包
括的な支援協定を結んでおり、浦安でもそのよ
うな協定を結んでおくことも大事である

地震等の災害発生時に行政のみで対応することは困難であり、行
政・住民さらには、地域の力を含め様々な力が連携し災害対応にあ
たることが非常に重要であると認識しております。このようなこと
から、災害発生時に学生等の若い力が有効に活用されるよう、大学
との協定など様々な協力体制のあり方について検討していきたいと
考えます。

コミュニティで何が必要とされており、どのよ
うな取り組みがなされているのか、各担当課が
共通の了解事項として把握し、業務を通じて何
ができるのかを考えて体制や取り組みを進めて
いかなければ、復旧・復興は実際には進まなく
なってしまう。

コミュニティとの効率的な連携を図るには、行政内部の関係各課が
連携してこれにあたることが不可欠であるため、行政内部の連携を
密にし、効率的・効果的に事業が推進できるよう体制の強化を図り
ます。

自助・共助・公助を真剣に考えて、市民と協働
の取り組みを進めようとするならば、行政が自
助・共助・公助の役割分担を決めるのではな
く、市民との双方向のやり取りの中で決めてい
くことが必要であり、双方向性を明確に計画の
中に盛り込んだほうがよいと考える。

今回の復興計画の検討にあたっては、各種の意向調査や市民参加を
はじめ、復興市民会議で議論されている、市民が考える自助、共助
などの検討結果を踏まえ取りまとめていきたいと考えます。

浦安市のこれまでの施策がどのように機能した
のか、具体的なデータがあると今後の検討に役
立つと思う。

この復興計画は、今回の震災を踏まえ、明らかとなった課題や効果
などを検証し今後の施策の柱となる方向性を示していくこととして
いますが、この震災の経験を風化させず後世に引き継いでいくとと
もに、分野別MPや個別計画の策定にあたり復興計画が適切に反映さ
れるよう、引き続きデータの整理分析に取り組みたいと考えます。

（４）情報収集・伝達体
制の強化

元町側とそれ以外の地域の情報の連携が取れて
いないと感じたため、商工会議所として独自に
アンケートを取るなど、情報を集めて市に伝え
た。

市や地域のゼネコンが一生懸命やっている姿と
情報が、市域全体に伝わっていなかったと思
う。「いつまでに修復する」や「今は、このよ
うな状況だ」といった情報が、市域全体に伝え
ることが大事だと思う。

今回の震災では、防災無線による情報伝達に対する苦情要望を多く
いただきました。また、被害状況や復旧の状況をホームページや
メール配信等により行い、その有効性について一定の評価をいただ
きましたが、一方で、多くの方より現状や復旧見込みについての問
い合わせなどがあったところです。そのようなことから、今後、情
報の伝達手段や方法、多様な情報収集・伝達のしくみについて検討
を加えていきたいと考えます。

6



第２回委員会における指摘事項と対応方針

復興の目標 施策の方向性 指摘事項 対 応

平成24年1月30日 第３回

復興計画検討委員会
資料

3-2

４．震災の教訓
をバネにした次
世代につなぐ持
続可能な都市
づくり

（３）非常時でも暮らせ
る防災・環境都市への
展開

夜に災害が起こった場合に事業所に従業員が駆
けつけて状況を確認する必要があるが、そのた
めにどのような備えが必要か、経済の継続性を
維持する面から考えておく必要がある。

震災時の対応については、それぞれの事業所により対応が異なるも
のと思われます。事業活動の継続性の点からも、災害発生時の安全
対策や従業員の初動対応などの検討や体制づくりを促進する必要が
あると考えます。

交通や道路の多様で重層的なシステムを作って
いかなければならない。

災害時においても孤立しないまちとするため、橋の耐震対策を行う
とともに、緊急輸送路となる道路については、液状化対策を考慮し
た整備を行う予定です。
また、陸路だけでなく水路や空路を利用した人や物の輸送等につい
ても、地域防災計画の見直しの際に、さらに検討を加えていきたい
と考えます。

浦安市でも民間活力を活かした新たな自然再生
エネルギーの導入検討など、復興の顔になる市
民が愛着を持てるような取組について優先順位
をつけて行ってもらいたい。例えば従来の整備
だけでなく付加価値をつけた駅前の再整備を新
たに行う等の発想を持ってもらいたい。

自然エネルギーや再生可能エネルギーについては、これまで化石燃
料の使用抑制による地球温暖化対策の一環として推進してきまし
た。震災以後、電力需給の不安定さなどの課題もあることから、電
力をはじめとする環境への配慮を意識した未来志向のまちづくりへ
の取り組みなどについて、産・官・学の連携により検討します。

（５）地域特性や資源
を活かした魅力の創
出

様々な主体の連携といっても、地域によって自
治会の取り組みや状況が違う。今置かれている
状況から出発して、その地域なりの歩み方を考
える。更に付加価値を付けるなら地域の個性を
出す取り組みを考えることが必要である。

地域ごと、また同じ地域内でも自治会ごとに活動の状況は様々で
す。地域や自治会ごとの取り組みを促進するとともに、学校区など
を単位とし、様々なコミュニティを主体とした複数の活動団体が連
携し取り組みが進められるよう支援していくことが必要と考えま
す。

●その他 浦安市は保育所や児童育成クラブに通う子ども
の割合が全国的に低いが、少しずつニーズが増
えているので、計画的に整備をしていくことが
必要である。

多様なニーズにこたえるために、これまで認可保育所の設置や認証
保育所の拡大を進めてきておりますが、本年度より、少人数で家庭
的な雰囲気の中で保育をする家庭的保育事業を開始いたたしまし
た。さらに、幼保一体化の観点から、幼稚園と保育園のあり方につ
いての検討を行っているなど、今後もニーズに即した施設整備につ
いて検討を進めます。
また、児童育成クラブについては、これまで１小学校区１施設での
整備を進めてきましたが、今後も児童の推移を的確に捉え、ニーズ
に即した施設整備を行います。
また、今後の放課後こども対策についても併せて検討を進めます。
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●その他 復興事業が本格的に始まると、災害復旧事業債
の償還が始まり、財政負担が大きくなる。
また、地方税収も長期的に低迷する可能性があ
ることから長期的な財政予測にもとづく財政運
営が重要である。

今回の震災における国の財政支援について、公共土木施設災害復旧
事業では、災害査定で認められた査定額のうち、地方負担に充当す
る災害事業債（補助裏分）については、震災復興特別交付税の対象
となり、原則地方負担はゼロになるスキームが示されました。
震災復興特別交付税は、通常分とは別枠で国の第三次補正で確保さ
れたところです。この交付税の対象は、補助事業に係る地方負担
額、単独災害復旧事業費、条例による地方税、使用料・手数料等の
減免額等となっています。このうち、単独災害復旧事業費以外は、
基本的には100%交付税が交付されるものと判断しています。また、
単独災害復旧事業費についても、「単独災害復旧事業債としての適
債性が条件」とされていますが、一定程度、対象になる可能性があ
ります。
そういった点では、阪神・淡路大震災の時と比べると国による財政
的支援をはじめ状況が異なりますが、ご指摘を踏まえ、これからも
税収の見通しなど長期的な視点に立った財政見通しを試算して行き
たいと考えております。
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